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外国貿易を含む巨視的不均衡モデル

丹 5J5J 昇

1. 序

本稿の目的は開放経済における巨視的不均衡の特質を分析することである。

今日， 巨視的不均衡に関しては， Barro-心rossman [1]， Clower [2]， Gros鴫

sman [3]， Korliras [5]， Leijonhufvud [6]， Solow-Stiglitz [ 7 ]等， 多

〈の論文により分析されている。 これらの分析が従来からの伝統的な均衡分析

と著るしく異なる点は，価格形成および生産・取ヲ|の構造に関する仮定にある。

つまり， 伝統的な均衡理論型モデルで、は， Walras流の模索過程(tâtonnement

process) あるいはEdgeworth流の再契約(recontracting)の手法を前提に，

生産および取引は均衡価格ベグ ト ル同おいてのみ行なわれると仮定されてい

る。 言い換えれば， 各財の需給が一致し， 各財の超過需要がゼロとなる価格ベ

ク ト ルの下で、の み生産および取引が行なわれると仮定されているのである。 他

方， 不均衡理論型モデルで、は， 一般に各財の需給が一致しない現行価格の下で

(不 均衡価格の下で)， 生産および取引が行なわれるものとし，その場合の数量

および価格の動学的調整が分析されるのである。 市場経済においては， 市場に

関する情報はそこで成立する価格(貨幣価格〕を通じて伝達される。 現実の市

場においてはこの種の情報は完全なものではなく， したがって， 一般に不均衡

価格の下で各経済主体は行動せざるを得ないであろう。 そこで， 以下に展開す

るモデルで、は， これら市場で成立している諸価格を所与とし， これらにもとづ

いて経済主体が行動するものとする。 しかし 一般にこれらの価格では各超過

需要はゼロではないので， この影響は次期における価格変化に反映され， 各経
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済主体の行動も変化すると考える。これらの調整は各市場諸力(market forces) 

が中立化するま でつまり， 各市場の価格変化率がゼ、ロとなるまで続くであろ

う。

このようなSolow-Stiglitz 流の手法を用いて巨視的 不均衡を論じたのが

Korliras [5 ]である。 この小論は， Korlirasのモデ、ル を単純化し外国貿易を

導入したものである。

2. モデルの設定

以下 では， 労働市場， 財市場， 外国為替市場の3つの市場を含む巨視的モデ

ルを考える。

げ)労 働 市 場

労働の需要と供給は共に実質賃金の関数とし，労働供給関数と労働需要関数

は 次のようになるとしよう。

(1) NS=g (ω)， g' (ω)> 0， gぺ ω〉豆0

(2) Nd=h (ω)， h' (ω)<0， h 叱 ω〕と0

ここで， NS， Nd はそれぞれ労働の供給量と 需要量で，ωは実質賃金率であ

る。 このように，労働の需給が共に実質賃金の関数とすると，労働の需給が一

致する点は完全雇用点となる。 ( g (ωf )=h ( ωf)=NF)， このような状態は価格

および貨幣賃金が伸縮的で，市場の超過需要がゼロ となるように即座に動 き，

均衡実質賃金の下で労働の需給が行なわれる場合にのみ一般に発生する。 しか

し，非模索型モデルで、は， 各経済主体は現行の実質賃金率ムを所与として行
動せざるをえず，労働市場において一般に需給は一致せず，現実の雇用水準は

労働の需要と供給のいずれか 小 さい方に決まるであろう。

(司 Ne= m in( Nd， Nつ

第1 図はこれを 図示したものである。 つまり， ム〉町であれば， 労働市場は

超過供給であり，現実の雇用量は労働需要由給上で決まり， ム< ωf であれば，

労働市場は超過需要であり，現実 の雇用量は労働供給曲線上で決まる。 非模索
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型モデルで・は， 現実の雇用量は第

1図のように， 需給曲線 のうち太

線 で示される部分で決定さ れ る

のである。 し たがって，

ωミωf→Ne<NF

ω=ωf→Ne=NF 

である。

ところ で， 労働市場における動

学的調整過程を次の よ うに仮定

しよう。
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第1図
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ここ で， Wは貨幣賃金率， Wは 貨幣賃金率の時間変化率， ).N は労働市場の調

整速度 (ÀN>O)， EN は労働の超過需要である。

(5) EN=Nd_Ns =h(ω)-g (ω)= EN (ω〉
dEN -d- �' =h' (ω)-g' (ω〉 くO

(ロ)財 市 場

開放経済における財市場の均衡条件は国内 総生産 = (国内 総需要+輸出 ー輸

入) である。 そこ で， まず， 国内 における総 供給と 総 需要を考察しよう。

不 均衡状態においては， 国内 で生産される財の数量は労働市場の状態と 一義

的に関連し ている。 つまり， 国内 総生産は現行実質賃金率の下で労働市場にお

いて決定された現実の雇用量に依存し ている。

YS=F(Ne)， F' (Ne) >0， F"(NつくO

したがって， ゅより圏内 総 供給関数は

(6) YS= F{min (Nd， NS)} 

=/(ω〉

となる。但し，

←7!;i � 
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ωくωfであれば， f(ω)>0， f'(ω)<0 

ω>ωf であれば ， f(ω)<0， f'(ω)>0 

である。

他方 ， 園内 総需要は消費と投資か ら成るものとしよう。 ここで ， 投資はすべ

て自生的投資とする。 消費は所得に依存するが， この所得は賃金稼得者に支払

われる賃金と利潤から成る。 ところが， 実質賃金を所与とすると， 利潤は生 産

された産出物がどの程度売れるかに依存する。 例えば， 総需要が不足していれ

ば ， 売上高は需要側か ら制約を受けるし ， 反対に ， 総需要が大きすぎれば， 売

上高は供給側か ら制約を受けることになろう。 し たがって産出物の現実の売上

高 y a は

(7) y a = min(Yd， yS) 

と書ける。 所与の実質賃金の下では消費はこの現実の売上高に依存するので ，

消費総需要は

(8) C = (lーの y a

= (l-s) min(Yd， Yつ

となる。 ここで ， 1は自生的投資 sは限界貯蓄性向である。

ところで ， 輸入 (M) は現実の所得 (Y勺と為替レート(p) に依存するも

のとし， 単純化のため，
(9) M=mya+αp 

=m{min(Yd， yS)}十α・p

と線型で書こう。 ここで， mは限界輸入性向， pは為替レート， aは正のパラ

メーターである。 (為替レートの上昇は輸入の増加をもた らすため〉

また ， 輸出(X) は為替レートのみの関数とし
制� X = -ß・P

とするPは正のパラメーターである。

以上か ら， 開放経済における総供給ys と総需要yd (= C十1+ (X -M) ) は

次のようになる。
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(i) Yd >YSの場合

(11) ys =  f( ω〉

(ω yd= (l-s-m)f( ω〉一(α十戸)p十 I

開放経済における財市場の超過需要をEy とすると，

帥 Ey= Yd _YS= -(s十 m) f( ω)一(α+ß)p-I= Ey ( ω， ρ)

Ey (ω， p) I= (s+ m) f( ω)多O�ω ぢωf

Ey ( ω， P)2= 一(α + 戸 )<0

となる。

(ii) Yd< Y S の場合 ，

凶 YS= f( ω〉

(15) yd = ( lーのyd十1-(α十戸)p-mYd

Yhdz{f一( 吋)p}

この場合 ， 超過需 要 Ey は次のようになる。

(16) 1 r T Ey= Yd _YS= -f ( ω〉 十一士一 {I一(α十戸 )ρ}=Ey ( ω， p) 。寸-m

Ey (ω， p) I= -f( ω〉三五O付ω手 ωf
一 α +ßEy(ω，P) 2=-S平玩ー<0

ところで ， 物価水準の変化率は財市場の超過需要に依存すると ，

m jL= んEy

一169-

と書ける。 ここで ， Pは物価水準 ， Ày は正の調整連度パラメーターである。

ところで ， 開放経済における 財市場 は総需要(Yd )と総供給 ( Yうが一致する

点で 均衡する。 いま ， 為替レート ( 耐を所与 とすれば， (11)， (12) ， (13)， 凶式か

ら次のような図が描ける。 自生的投資の規模により，均衡点が2つの場合(n

のケース) ， 完全雇用均衡に一致する場合(nのケース) ， また， 全く存在しな

い場合， (Yfのケース 〉 の3つのケースがありうる。 Yfのケースでは， 所与
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第2図

の現行実質賃金率 (副がω lかあるいはω 2であれば， 財市場は均衡している

が， ω <凧か ω > ω 2であれば超過需 要， ω J<盃<ω 2であれば超過供給の状

態にある。 こうした不均衡状態においては何らかの調整メカニズムが作用する

であろう。 もし， 貨幣賃金率が完全に硬直的で、あり， 労働市場で、労働の需給が

一致していなくても変化せず， 財市場の超過需 要の動向により物価が変化する

とし よう。 総需要がYfの状態にあれば， 短期均衡点はE Jと E 2となる。 こ

れらは共に不完全雇用均衡である。 というのは E Jでは 均衡実質賃金率 (ω J)

は完全雇用実質賃金率 (ω f) を下回っており， 雇用量は労働供給曲線上 (第1

図〉で決まる。 他方， E 2では均衡実質賃金 (ω 2)は完全雇用実質賃金を上 回

っており， 雇用量は労働需 要曲線上で決まる。 このことは， 短期均衡点 E Jは

不安定であり， E 2は安定であることを意味する。 というのは， 現行実質賃金

率ω が ω lを下回る場合， Yd >Ys であるため物価は上昇し， 実質賃金率は物

価上昇と同率で下落するし， ω J<函<ω fでも， 同様に物価は下落し， 実質賃

金率が上昇する方向に働くので， E Jから若干帯離した場合， 均衡点から更に
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�離するように作用する。 他方， 面> ω2であれば， 物価は上昇し， 実質賃金率

は下落するし，石<ω2であれば，実質賃金率は上昇するので，Ez は安定均衡

である。 ( 短期均衡の安定条件に関しては次節で正確に論ずる。 )

ところで，次に為替レ

一トが上昇した場合， 短

期均衡点が どのように変

化するかを 考えてみよう。

(11)�凶式から為替レート

が上昇した場合， 総供給

関数は右方シフト， 総需

要関数は左方、ンフトする

ため， 短期均衡点は E!，

E2から E!'，Ez'へとシ

フトし失業が更に増加す

ることが 容易に理解され

よう。

付 外国為替 市 場

曲

， 
α" 

， 

"'. 

。

y' yd' yd 

第3図

yt y， 

本モデルで、は，国際収支の資本勘定を捨象し， 貿易勘定だけを考えているか

ら， 外国為替の超過需要 EBは次のように書ける。

EB =X -M= _mya 一(α 十戸)ρ

(i) Yd> YSの場合

仕掛 EB= -m f(ω〉ー(α 十戸) p=EB (ω，p) 

EB(ω' p)! = -mf(ω〉ミ0←切手ω f

EB( ω， P)2= 一( α十戸)<0

(ii) y d く?の場合

79 -



-172-
E ・

ω ゐ = 一元副mI+s(叶か}

Cl.E，. lf=-IZ〈α十戸)<0

次に， 為替レートの変化率は国際収支の不均衡の程度すなわち， 外国為替の

超過需要の程度に依存すると仮定しよう。 外国為替市場の調繋過程は次のよう

になる。

(羽� _f'_ =).BEB 
P 

ここで， ÀB は正の調整速度パラメーターである。

3. 短 期 均 梅

体系の 短期均衡におい て はω/ω =0， 戸/ρ =0である。 ω/ω =w/w-p/ρ

で、あるカミら，

一竺一=ÀNEN-ÀyEy
ω 

まTこ，

1 ÀN[h(ω)-g(ω)Jー).y[ー(s十m)月ω)ー(α十戸)pJ (Yd>YS) 
= i J -ÀN[h(ω)-g(ω)J-ÀY[ -f(ω)+τ {l一(a十戸〉ρ}J (yd<ys) 

s +m 

_fJ_ =).BEB 
ρ 

! ÀB[-mf(ω〉ー(α+戸〕ρ] (yd>yS) 
ー‘ E ・

I ÀB[ - s;'m {mI+巾十戸〉ρ}] (Yりつ

短期均衡では， I
w/ω=0， 戸/ρ =0であるから， これらを満たすような実質賃金

率を為替レートの組み合せの軌跡を考えることがで きる。

dωI ÀY(α十戸)/(s十m)一一! 一 一 一一一 (yd>yつ
dp Iω/ω=0-

- ).N(h'-g')十).y(s十m)f

dω | λy(α十ß)一一| 一一一一 一一一 (ydくyS)
dp Iω/山 =0- - ÀN(h'-g')+ÀYJ， 

坐l --f並 (yd>yS)
dp IÞ/ p =0 - mf 
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dω i 
!;./_ _1"\= 0 (Yd<Yつdp ! Þ/p =O一

したがって， 符号条件から ω> ωfでは，Yd>Y'の場合も，Yd<YSの場合

も共に含100/ω=0> 0 で抗。他方 ，ω f では，Yd>YSの場合，λb凶Y
r; ' -'，，- _ � _-:" dω 1 ぞト討一→』知MωFポN (h'俳研h'一叫g'約，勺 〉 に吋従 つ マち， p仇 = 戸戸

Oで吋あり，Yd<YS の場合，À.y・陀ー

か (h'-g') に 従って， 三笠l 多 0 となる。dρ|φ/ω= 0 
A α川 |また，Yd>Y sの場 事 ミ0ω件訴であり，Yd<YSでは 生 |口 dp!ム/p =O'<..VW�'<..Wf '- <1'..)，/， .1.-'-..1. '- ， ....， dp l  

0/ρ =0 =0 で、ある。

以上を図示するとすれば，均衡が存在する場合，存在しない場合も含めかな

り多数のケースが考えられる。そ こで，個々のケースは省略し均衡が存在する

としてYd>YSの場合の安定条件を示すにとどめよう。

。1)，闘 において，均衡点 におけるテイラ一線型近似をとれば，次の行列が得

られる。
A =[a，jJ i，j =1，2 

Yd>YSの場合

all =À.N (h'-g')十).y( s+ m )f， a1Z =À.Y ( α十 戸〉
azl =À.Bmf aZZ =i1B( α十戸)

Ruth-Hurwiittzの定理によって， 体系が小域的 に 安定であるための必要十分

条件はdet A>O， trace A<Oである。

したがって，
l 、 Ar

mf ----i1N(h'-g') +i1y( s+ m)f 
且つ

i1N(h'-g' ) 十i1y( s+ m )f +i1B( α十ß ) <O

つまり， ω> ωfでは ω/ω =0 の軌跡がか =0 軌跡 を 上から 切る場合， また

ω<ωfでは逆 に 下から切る場合，均衡点は安定である。 (第4図のケース 〉

ところで，ω/ω=0， 且つp =Oで示される短期均衡はB.Hansen [ 4 ] に 従

えば準均衡にすぎない。というのは，この点ですべての市場に おける需給が一
致している必然性はなし、からである。 この短期均衡 においてたまたまYd=YS
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であれば，この均衡は完全均

衡であり，現行実質賃金率 は

完全雇用実質賃金率に等しい

であろう。 また， この種の非

模索型構造のモデ‘ルで、は， 短

期均衡が一義的且つ安定であ

るか否かを先験的に示す主と

は困難である。 というのは，

これらの問題で重要なのは，

ω/ω=0， 戸/p =oの軌跡の傾

きだけではなく，その位置も

含まれるからである。 したが

って， 失業とインフレが共存

。

第4図

..E_=o 
p Yd=Y' 

ρ 

するいわゆるスタグプレーションの状況も一つのケースとして考えることがで

きる。 例えば，第4図のIり点ではYd>YSにより物価が上昇するし， ω>ωfの

ため失業が発生していることがわかる。 とはいえ， 上図は多数のケースの一つ

の場合にすぎず，個々のケースをそれぞれ分析する必要があろう。 また， 本モ

デルで、は貨幣市場が含まれておらず， 従って国際収支の資本勘定も捨象されて

いる。 この点にも改善の余地がある。
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